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ご相談・ご要望をどうぞ。　　☆くらし・税金・教育などの相談は　西澤伸明38‐4949　


◎日本共産党の見解を紹介します。メール　shigakoura.jcp@ares.eonet.ne.jp　ホームページもごらんください【「西澤伸明」で検索】





　11月11日、臨時県議会が開かれ、大野和三郎県議の辞職願が全会一致で可決されました。


　これに先立つ同月7日、日本共産党県議団（節木三千代団長）は、大野県議の不正全容解明を求め地方自治法に基づき、調査委員会（百条委員会）の設置を求めていました。


　ことの発端は、2年前の12月、日本共産党の杉本県議（当時）が綿密な調査をもとに、原資が税金である政務調査費の2重取りを暴き、党県議団で検察庁に告発していたもの。


　大野県議は県議会、記者会見など公式の場で県民に対して謝罪すらしていません。偽証すれば処罰が可能な百条委員会で、徹底究明が必要ではないでしょうか。


　日本共産党は、国政・県政・町政で利権や不正を許さず、皆さんと共にがんばる決意です。





左の文は11月7日、日本共産党滋賀県議団が県議会に提出した要請書です。（小見出しは編集者）





　2022年12月14日、日本共産党滋賀県議会議員団が大津地方検察庁に対して、大野和三郎議員のNO,18 号の県政報告の印刷代51万1900円が2重に支出されているとし、この手口は、NO,18号だけではなく、4年間16回の県政報告費にも使われているとみられ、数百万円の詐欺が疑われるとし、「虚偽有印公文書作成と同行及び詐欺の疑い」で告発。この告発をうけ、2024年10 月17日、虚偽の領収書を添付して政務活動費計約580万円の返還を免れたとして、在宅起訴されました。同議員団は翌日10月18日、有村圀俊議長に対して、「県議会は速やかに政治倫理審議会を開き、全容解明し、大野議員の辞職勧告決議を求める要望」をおこないましたが、対応がなされないまま、11月１日付けで、大野議員より、「一身上の都合」を理由に辞職願が提出されました。


大野県議の謝罪・議会の自浄作用必要


議会運営委員会で大野議員の辞職願にたいして取扱いをされようとしています。これまで同議員団は、2024年2月6日には県庁内の大野議員の控室が家宅捜査された時に、同年2月29日、各会派に政治倫理審査会の設置を呼び掛けましたが、捜査の推移を見守るにとどまり、議会として対応がなされないままに来ています。


返金で済む話か？　　ニセの領収書も


物価高騰で暮しの深刻さが増すなかで、県民からは大野議員の公金の詐欺に怒りの声が上がっています。また、今回の起訴内容は報道によると、2017年から22年までの県から交付される政務活動費について、調査業務補助員に給与を支払っていないのに虚偽の領収書を作成し、収支報告書に添付して議長に提出したとされことも、同県議団が告発した県政報告の発行費を水増しした虚偽の領収書だけでないことも明らかになりました。


また、同議員団の告発にあるように数百万円もの印刷代の水増しの疑いもあり、大野議員がわずかな返金で辞職すればよいというものではありません。自ら県民に謝罪するとともに、真相を県民に説明する責任があります。「一身上の都合」ということで大野県議が謝罪、説明をされないのであるならば、県議会として、百条委員会を設置し、徹底究明し、自浄作用を発揮することが強く求められています。








2024年11月7日


政務活動費を巡る大野議員の詐欺について


議会が百条委員会を設置して、徹底究明することを求める
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